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第３９８回：そろそろ北戴河会議が・・ 

    

1978年 12月中旬、北京で中国共産党第11期中央委員会第三回全体会議が開催され、この会議で文化

大革命の清算と改革開放路線が定まり、毛沢東から後継指名された華国鋒の実質的な失脚と、鄧小平の

政権掌握が確定した。これが改革開放路線の嚆矢「三中全会」だ。 

鄧小平は改革開放の地域戦略として広東省に深圳・汕頭（スワトウ）・珠海、そして福建省に廈門（アモイ）

の計四経済特区を設置し、それに続く形で沿海の 14都市を開放した。これらの開放都市に限り外資参入が

認められ、爾後中国沿海部にベルト状の開放区が形成されることになった。 

 その 14 都市をベルト状に並べると、①大連、②秦皇島、③天津、④煙台、⑤青島、⑥連雲港、⑦南通、⑧

上海、⑨寧波、⑩温州、⑪福州、⑫広州、⑬湛江、⑭北海と、北から南に連なる。 

 

 きょうの話題は北京・天津をぐるりと取り囲み、河北省の東端に位置する秦皇島市。ここに有名な観光地

が二つある。高級避暑地の北戴河と、万里の長城が始まる山海関だ。 

明朝時代の山海関は国境の地であり、その西側を「関内」、東側（＝満洲）を「関東」と呼んだ。戦前日本

の租借地だった「関東州」や、そこに進駐した「関東軍」の名称もこれに由来する。そんなわけで、山海関は

明朝末に守将の呉三桂が清軍に投降するまで、満州族の侵入を防ぐ不落の要塞だった。 

北京より約 300 キロ東に位置する秦皇島市の海辺に北戴河とよばれる地区がある。清朝時代に列強の

避暑地として開放されて、世に知られるようになった。正式地名は河北省・秦皇島市・北戴河区。 

夏は猛暑の北京から 300 キロしか離れていない東の海岸ベリが避暑地に適している理由として、ここの

別荘地は森林で囲まれており、それが暑さ避けになって、夏場はやや涼しいと云われている。 

 

新中国の成立以降、北戴河から列強は去り、この地は赤い貴族の保養地として有名になった。毛沢東も

鄧小平も水泳が大好きで、彼らは夏場になると一族郎党や友人知人を大勢引き連れて来訪し、いくつかの

コテージを占拠して休暇を楽しんだ。娯楽の少なかった 5‐60 年代は、夜な夜なダンスパーティや映画鑑賞

会が開かれたと、記録に残っている。 

中国共産党の歴代指導者は、みな巨大な権限を有しているが、そのなかでも毛沢東主席だけは特別で、

皇帝そのものだった。なにか重要問題が発生すれば、主席決裁で済ませるか、そうでなければ自分が逗留

している場所に政治局委員を呼び、そこで会議を開いた。現代史の重要事件で、政治局拡大会議が景勝地

の北戴河や廬山等で開かれた所以である。 

鄧小平もこの便利で快適な慣習を引継ぎ、夏になると現役の胡耀邦や趙紫陽たちを北戴河に呼びつけ、

現役指導者たちが長老連中にお伺いを立てるといった趣の意見交換会が継続され、外国メディアはこれを

「北戴河会議」と呼ぶようになった。 

21 世紀の胡錦濤時代に入ると北戴河会議は一旦廃止された。胡錦濤は長老連中が中心となって非公式

な密室会合を開くよりも、党や政府の正式な機構を通してリーダーシップを発揮しようと考えたようだ。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%96%A2%E6%9D%B1%E5%B7%9E
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%96%A2%E6%9D%B1%E8%BB%8D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%91%89%E4%B8%89%E6%A1%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%83%A1%E9%8C%A6%E6%BF%A4
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しかし長老連中は自分たちが最高指導部への権力集中を防ぐバランサー役を果たしていると考えており、

彼らの強い要請により北戴河会議は復活し、習近平政権になってからは毎年開催されている。 

 この会議はあくまで非公式会合であり、いつ開催されて、いつ終わったか発表されない。従ってチャイナ・

ウォッチャーは新華社や人民日報の記事から、チャイナセブンの動静が一斉に消えた時期、もしくは彼らの

内の誰かが、北戴河に極めて近い場所に登場したニュースから開催を察知する。そして、そのあと北京で

開かれた重大イベントに複数の指導層が参加するのを見て、会議が終わったのを知るというわけだ。 

 

 今月 24 日には政治局会議が開かれ、チャイナセブンが全員参加しているが、翌 25 日の彼らの動静は伝

えられていない。北戴河会議がそろそろ始まるようだ。 

 腐敗追放運動を司る規検委は 24 日、次期首相候補と見做されていた孫政才政治局委員が、重大な規律

違反容疑で取り調べ中と発表した。習近平体制発足後、初の現役政治局委員の失脚だ。 

 ポスト習の最有力候補といえば、最年少政治局委員である孫政才（重慶市書記＝江沢民派）と、胡春華

（広東省書記＝胡錦濤派）の二人でほぼ確定、多くの中国人は将来の胡・孫コンビを展望していた。 

 その二強の片方が失脚するとは大椿事。孫氏の容疑は金銭の絡む汚職疑獄だろうが、このクラスの大物

の膺懲については、長老連に仁義を切るのが中華的政治様式だと思うが、習主席は江沢民の容喙を防ぐ

ため、北戴河会議の直前に開かれた政治局会議で、速攻で孫政才失脚を決めてしまった。 

胡春華もライバルの失脚を見て焦ったに違いないが、かれのボスは事前に手を打っていた。本年 1 月、

胡錦濤前主席が 1 年半ぶりに、広東省広州市のイベントにサプライズ登場し、彼の傍らに胡春華がピタリと

寄り添っていた。これは胡錦濤が自派（共青団派）胡春華を断固支持擁護するという極めて明確な意思表示

であった・・・誰に向けられたかと聞くのはヤボだ。習指導部が江沢民派の孫政才へ風当たりを強めるのを

見た胡錦濤が奇襲攻撃をかけ、「胡春華支持」を断固表明したわけだ。 

最近の習主席は自分の側近を北京、上海、重慶等の要職に強引に押し込み、一強体制を固めようと露骨

な動きを強めている。側近たちが萬人斎しく認める俊英揃いなら誰も文句は云わないが、そうでないことは

彼らの経歴や人相を見ただけですぐ分かるとか。江沢民、胡錦濤たち長老連中が怒るのはごもっともであり、

北戴河会議では老人パワーが習執行部に掣肘を加えることに成功するか否かが焦点となろう。（了）  

 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。 

                                   平成２９年７月２６日  

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱UFJ信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%BF%92%E8%BF%91%E5%B9%B3
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ご投資にあたっての注意事項 

手数料等およびリスクについて 

① 株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2420％（税込み）、最低3,240円（税込み）（売却約定代金

が3,240円未満の場合、約定代金相当額）の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得い

ただく場合には、購入対価のみをお支払いいただきます。国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生

じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8640％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。外国株式は、株価の変動および

為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0864％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.320％（税込み）、最

低2,700円（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金が必要となります。株価指数先物・株

価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそれ

があります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


